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「平成１５年版情報通信白書」の特徴

１　分析の狙い
　◇　米国が先導してきた従来のＩＴの在り方に限界が露呈　◇　米国が先導してきた従来のＩＴの在り方に限界が露呈
　　　　　　　　　　　　ＩＴバブル崩壊、パソコン中心のためのデジタル・ディバイド問題などＩＴバブル崩壊、パソコン中心のためのデジタル・ディバイド問題など

　◇　我が国は追いつく（キャッチアップ）段階から先導役（フロントランナー）に移行　◇　我が国は追いつく（キャッチアップ）段階から先導役（フロントランナー）に移行
　　　　　　　　　　　　ブロードバンドの急速な普及、我が国の技術の強みを活かした新しいブロードバンドの急速な普及、我が国の技術の強みを活かした新しいITITの兆し（情報家電の実用化）などの兆し（情報家電の実用化）など　　　　　　　　　　

⇒⇒　「我が国の強み」を活かし、　「我が国の強み」を活かし、「日本発の新ＩＴ社会」「日本発の新ＩＴ社会」の実現を官民一体で目指すことが必要の実現を官民一体で目指すことが必要
　　　　　　　　　世界に先駆けて「いつでも、どこでも、誰でも利用可能なネットワーク」（ユビキタス・ネットワーク）社会を実現し、
　　　　　　このモデルを世界に向けて発信していくべき

２　分析の重点
　　国際比較を含むデータに基づき、「日本発の新ＩＴ社会」の方向性について分析

　①　我が国の特徴・優位性

　　　　　・　我が国の優位性　⇒⇒　技術力、情報通信インフラ　
　　　　　・　我が国の弱み（米国に比べ）　⇒⇒　企業のIT化
　②　情報通信による我が国経済・社会システムの改革

　　　　・　ブロードバンド市場の急成長（今後5年間で5.1倍）
　　　　　・　日本経済の成長を支える情報通信資本（過去6年間の分析）
　　　　・　国民生活の不安を情報通信で解消（例：食品の安全性⇒⇒食品トレーサビリティシステム食品トレーサビリティシステムへのニーズ大）へのニーズ大）

　③　実利用を妨げる要因
・　デジタル・ディバイド、コンテンツビジネス、情報セキュリティの３点について分析
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(1)(1)　次世代を担う情報通信ネットワーク実現に向けた高い技術力　次世代を担う情報通信ネットワーク実現に向けた高い技術力
　　　　　　　我が国では、先見性のある研究開発を官民連携して推進してきた結果、　我が国では、先見性のある研究開発を官民連携して推進してきた結果、

　　◇　情報家電、モバイル端末、光通信、モバイルシステムについて、我が国の技術は欧米に比べ優位　　◇　情報家電、モバイル端末、光通信、モバイルシステムについて、我が国の技術は欧米に比べ優位

　　　　「いつでも、どこでも、誰でも利用可能なネットワーク」（ユビキタスネットワーク）の実現に有利　　　　　　　「いつでも、どこでも、誰でも利用可能なネットワーク」（ユビキタスネットワーク）の実現に有利　　　

図表　情報通信技術の優位性に関する国際比較（2003.3）

（出典）　「情報通信インフラに関する調査」　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ2727））

（注）　我が国及び諸外国の研究者に対し、左記の各項目について、日米欧のうち最も優位な技術を有すると思う国について調査

我が国が優位と回答
（％）（％）

情報家電等は
我が国の優位
技術

１　我が国の特徴　ー　１　我が国の特徴　ー　(1)(1)優位性優位性

　　1
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(2)　ブロードバンドは、世界で最も低廉・高速
　　　我が国は、早期よりブロードバンドに関する競争・振興政策を積極的に推進してきた結果、

　◇　我が国のブロードバンドは、世界で最も低廉・高速（図表①）。

　◇　我が国のブロードバンド契約数は、米国及び韓国に次ぐ世界第3位（図表②）。　　　

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ10 , 1110 , 11））

図表①　ブロードバンド料金の国際比較(100kbps当たり料金))(2003.3)

ITU資料により作成

ブロードバンドは、
世界で最も低廉・高速

（ドル）

（注）各国のＤＳＬ及びｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄの提供速度及び提供料金を基に、100kbps当たりの料金に
　　　換算し比較
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図表②　ブロードバンド契約数の国際比較（2002.12）

ITU資料により作成

ブロードバンド契約数は、
世界第3位

（万契約）

　　２
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(3)　携帯インターネット利用は世界を大きくリード

　　◇　携帯インターネットの契約数は4年余りで 6,200万に急成長（平成11年2月にサービス開始）（図表①）。

　　◇　我が国の携帯電話のインターネット対応率（79.2％）は世界第1位（図表②）。

図表①　携帯電話及び携帯インターネット契約数の推移 図表②　主要国における携帯電話のインターネット対応率（2002.9）

　　（携帯電話契約数に占める携帯インターネット契約数の比率）

「3G Mobile」資料により作成総務省調べ

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ17,1817,18））

【携帯電話契約数】

（うち、携帯インターネット
契約数）

携帯電話のインター
ネット対応率は、
世界第1位

4年余りで契約数は、
6,200万に急成長

（％）

　　３



(4)　第3世代携帯電話の契約数は、韓国とともに世界をリード　
　　　我が国では、早期より実用化に向けた標準化・制度整備等を推進してきた結果、

　◇　第3世代携帯電話の契約数は、1年半足らずで720 万に急成長（平成13年10月にサービス開始）（図表①）。

　◇　我が国の契約数は韓国に次ぐ（図表②）。

図表①　第3世代携帯電話の契約数の推移 図表②　第3世代携帯電話の契約数の国際比較（2003.3）
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　　　　　（社）電気通信事業者協会資料により作成　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

W-CDMA：　我が国と欧州がそれぞれITUに提案した方式を一本化したもの。我が国では、NTTドコモグループとJ-フォンが採用。
CDMA2000：米国がITUに提案した方式。cdmaOneの拡張方式であり、システム移行を容易にするため、同方式との互換性が重視されているもの。我が国では、KDDIが採用。

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ19,2019,20））

日本
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　　４

　　　CDG資料等により作成

（注）「その他」とは、CDMA2000を開始している22カ国の合計であり、
　　　国毎の内訳は不明



(5)(5)　　次世代インターネットプロトコル（次世代インターネットプロトコル（IPv6IPv6））は、我が国が先行は、我が国が先行

　　　　 標準化段階から我が国研究者が大きく貢献し、産学官連携による実証実験も推進してきた結果、標準化段階から我が国研究者が大きく貢献し、産学官連携による実証実験も推進してきた結果、

　　◇　　　◇　IPv6IPv6の割振組織数は我が国は世界第の割振組織数は我が国は世界第11位。位。

図表　IPv6割振組織の国際比較

総務省調べ　　
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(1)(1)　情報化投資の戦略的活用に向けた経営システムの改革　情報化投資の戦略的活用に向けた経営システムの改革（日米企業の比較調査）（日米企業の比較調査）

①　我が国企業は、米国企業に比べ、情報化投資が少ない①　我が国企業は、米国企業に比べ、情報化投資が少ない

　◇　情報化投資額（絶対額及び対民間設備投資比）は、米国と比べ、少ない　◇　情報化投資額（絶対額及び対民間設備投資比）は、米国と比べ、少ない（図表①）（図表①）。。

　◇　　◇　19901990年からの情報化投資の伸び率は、米国が年からの情報化投資の伸び率は、米国が6.16.1倍。他方、我が国は倍。他方、我が国は2.52.5倍にとどまる倍にとどまる（図表②）。（図表②）。

図表①　日米における情報化投資の比較
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図表②　日米における情報化投資の伸び率の比較

　　　　　　（1990年を100として指数化）

（出典）　「ＩＴの経済分析に関する調査」　 （出典）　「ＩＴの経済分析に関する調査」　

（記述個所　（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ　Ｐ4646））

　　６

我が国は、米国に比べ、企業
の情報化投資額が少ない 伸び率も半分以下

１　我が国の特徴　ー　１　我が国の特徴　ー　(2)(2)弱み（米国に比べ）弱み（米国に比べ）

（注２）ここでの情報化投資は、「電子計算機・同付属装置」、　「有線電気通信機器」、

　 　「無線電気通信機器」及び「ソフトウェア」

（年）



0
20
40

60
80

100
業務効率化

調達単価引下げ

間接コスト削減直接コスト削減

部品在庫圧縮

0
20
40

60
80

100
売上高拡大

新規顧客獲得

製品・サービスの
高付加価値化

顧客満足度向上

製品・サービスの
品質向上

②　我が国企業は、米国企業に比べ、情報化投資の効果発揮が限定的②　我が国企業は、米国企業に比べ、情報化投資の効果発揮が限定的

　◇　コスト削減・業務効率化は、日米企業は同等に効果発揮。　◇　コスト削減・業務効率化は、日米企業は同等に効果発揮。

　　　　　　　　他方、売上拡大・高付加価値化は、我が国企業の効果は限定的他方、売上拡大・高付加価値化は、我が国企業の効果は限定的。。

　◇　我が国企業は、情報化投資を「効率化手段」と認識。他方、米国企業は、情報化投資を「成長・競争力強　　◇　我が国企業は、情報化投資を「効率化手段」と認識。他方、米国企業は、情報化投資を「成長・競争力強　
　　　化の源泉」と認識。　　　化の源泉」と認識。

（記述個所　（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ　Ｐ4848））

図表　情報化投資の効果の日米比較（2003.2）　　

米国

日本

コスト削減・業務効率化 売上拡大・高付加価値化

米国

日本

（％）　　 （％）　　

投資効果に大きな格差投資効果に日米格差なし

（出典）　「企業経営におけるIT活用調査」
　 　７

図は、各内容について、投資効果が「十分あった」、
「ある程度あった」と回答した企業の割合　



③　我が国企業は、米国企業に比べ、情報システムによる業務連携（全体最適化）が不十分③　我が国企業は、米国企業に比べ、情報システムによる業務連携（全体最適化）が不十分

　◇　企業内部では、業務の全体最適化について、我が国は、米国に比べ、低い実施状況　◇　企業内部では、業務の全体最適化について、我が国は、米国に比べ、低い実施状況。。

　　　　　　　　また、企業間の業務連携は、我が国は、米国に比べ、さらに大きな格差が存在。また、企業間の業務連携は、我が国は、米国に比べ、さらに大きな格差が存在。

図表①、②　（出典）　「企業経営におけるIT活用調査」
　

（記述個所　（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ　Ｐ5050））
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図表　情報システムによる業務連携の日米比較（企業内部・企業間）（2003.2）　
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我が国は、業務
連携（全体最適
化）が不十分

特に、企業間の業務連携
は、日米に大きな格差

図は、各業務が、企業内や企業間で、情報システム
により、「常時連携している」、「必要に応じて連
携している」と回答した企業の割合　
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④　我が国企業は、情報化投資の効果発揮に向けた取組が少ない④　我が国企業は、情報化投資の効果発揮に向けた取組が少ない

　◇　我が国企業は、「経営トップの強い関与」、「投資対効果の検証」、「業務・組織等の見直し」など、投資効果　　◇　我が国企業は、「経営トップの強い関与」、「投資対効果の検証」、「業務・組織等の見直し」など、投資効果　

　　発揮に必要な取組の実施率が、米国企業よりも低い　　発揮に必要な取組の実施率が、米国企業よりも低い。。

　◇　特に、「導入後の投資対効果の定期的かつ定量的な検証」において、大きな格差。　◇　特に、「導入後の投資対効果の定期的かつ定量的な検証」において、大きな格差。

米国日本

【発現効果の再活用】

図表　情報化投資の効果発揮に向けた取組の日米比較（2003.2）　

（出典）「企業経営におけるIT活用調査」
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図は、各取組について「十分行っている」、「ある
程度行っている」と回答した企業の割合　

（記述個所　（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ　Ｐ5151））

　　９

（％）　　

我が国企業は、投資効果発揮に向けた
「経営トップの強い関与」、「投資効果の
検証」、「業務等の見直し」が不十分



(1) ブロードバンド利用人口が、5年間で3倍に増加する見込み
　◇　インターネット利用人口に占める割合も、平成14年末の3割から平成19年（2007年）末には7割に増加。

ブロードバンドとナローバンド利用の比率が逆転。　　　

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ55））

図表　ブロードバンド利用人口の現状と予測

　１０

ブロードバンド利用人口2,000万は、
5年後には6,000万に増加（個人ベース）

0

2 ,000

4 ,000

6 ,000

8 ,000

10 ,000

平成14年(2002年）末 平成19年(2007年)末

　　（出典）　総務省「平成14年通信利用動向調査」

６，９４２万人

８，８９２万人

７割

３割

７割

３割１．３倍

３．1倍

（万人）

【インターネット利用人口】

（うち、ブロードバンド利用人口）

　　（注）ここでのブロードバンドは、光ファイバ、ＤＳＬ、ｹー ﾌ゙ﾙｲﾝﾀー ﾈｯﾄ、無線（FWA等）

５，９６７万人

１，９５５万人

２　情報通信による我が国経済・社会システムの改革２　情報通信による我が国経済・社会システムの改革



(2) (2) ブロードバンドブロードバンド市場は、平成市場は、平成1919年年(2007(2007年年))に約に約1010兆円に成長。低迷する兆円に成長。低迷する

　　我が国経済を活性化　　我が国経済を活性化
　◇　　◇　ブロードバンドの市場規模は、平成ブロードバンドの市場規模は、平成1414年は年は2.02.0兆円、平成兆円、平成1919年（年（20072007年）には年）には10.210.2兆円。兆円。55年間で年間で5.15.1倍に　倍に　
拡大拡大（図表①）。（図表①）。

　　◇　◇　平成平成1919年（年（20072007年）にブロードバンド市場がもたらす経済波及効果は、年）にブロードバンド市場がもたらす経済波及効果は、18.118.1兆円兆円（図表②）。（図表②）。

製造業（除く情報

通信産業）(1.8兆

円)

サービス（1.0兆

円）

金融・保険（0.7兆

円）

運輸 （0.6兆円）

その他(2.9兆円）

商業（2.4兆円）

情報通信産業（8.8

兆円）

図表①　ブローバンドの市場規模の現状と予測　図表①　ブローバンドの市場規模の現状と予測　 図表②　ブロードバンドの経済波及効果図表②　ブロードバンドの経済波及効果

　　　　　（平成　　　　　（平成1919年（年（20072007年）におけるブロードバンド市場が各産業に及ぼす年）におけるブロードバンド市場が各産業に及ぼす

　　　　　　生産誘発額）　　　　　　生産誘発額）

図表①、②　（出典）　「企業経営におけるIT活用調査」　

（記述個所　「第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ66））

3.0兆円
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平成14年(2002年） 平成19年（2007年）

10.2兆円

ブロードバンド市場
10.2兆円

　　１１

2.0兆円

18.1兆円
（生産誘発額）今後5年間で

5.1倍と予測

（注）ここでのブロードバンド市場は、ブロードバンドに関連する、
　　①機器・システム構築市場、②ネットワーク市場、③プラットフォーム市場、
　　④コンテンツ・アプリケーション市場、及び⑤ブロードバンドを利用した
　　個人の電子商取引（B2C（企業―個人間））市場の合計値

（兆円）



(3) (3) インターネットコンテンツビジネス、情報セキュリティビジネスも今後成長インターネットコンテンツビジネス、情報セキュリティビジネスも今後成長
　◇　有料のインターネットコンテンツ市場は、平成　◇　有料のインターネットコンテンツ市場は、平成1414年の約年の約2,5002,500億円から平成億円から平成1919年（年（20072007年）には年）には

　　　約　　　約6,0006,000億円と億円と2.42.4倍に拡大倍に拡大（図表①）。（図表①）。

　　◇　情報セキュリティビジネス市場は、平成◇　情報セキュリティビジネス市場は、平成1414年度の約年度の約4,6004,600億円から平成億円から平成1919年度（年度（20072007年度）には年度）には

　　　約１兆　　　約１兆9,0009,000億円と億円と4.24.2倍に拡大倍に拡大（図表②）。（図表②）。

図表①、②　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」

図表①　有料のインターネットコンテンツビジネスの市場規模の現状及び将来予測 図表②　情報セキュリティビジネスの市場規模の現状及び将来予測　

1 ,675
3 ,318

828

2 ,657

0

1 ,000

2 ,000

3 ,000

4 ,000

5 ,000

6 ,000

7 ,000

平成14年（2002年） 平成19年(2007年) 

２，５０３億円

５，９７５億円

（億円）

ＰＣ向けコン
テンツ市場

携帯電話向けコ
ンテンツ市場

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ105105、、
　　　　　　　　　　　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　 ＰＰ126126））
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図表①　我が国全体の情報化投資　図表①　我が国全体の情報化投資　

(4)(4)　企業の情報化投資は、　企業の情報化投資は、19901990年代の経済成長を下支え年代の経済成長を下支え
　◇　企業の情報化投資は平成　◇　企業の情報化投資は平成77年以降、一貫して増加。平成年以降、一貫して増加。平成1313年は年は2525兆円と民間設備投資比で兆円と民間設備投資比で33割を占める割を占める

　　　　　　　　（図表①）（図表①）。。

　◇　平成　◇　平成77年から年から1313年における経済成長率年における経済成長率1.21.2％に対し、情報通信資本の寄与度は％に対し、情報通信資本の寄与度は1.71.7％。労働及びその他の％。労働及びその他の

　　　　寄与度がマイナスになる中、情報通信資本は経済成長を下支え　　　　寄与度がマイナスになる中、情報通信資本は経済成長を下支え（図表②）（図表②）。。

（注）ここでの情報化投資は、「電子計算機・同付属装置」、　「有線電気通信機器」、

　 「無線電気通信機器」及び「ソフトウェア」

(兆円）

図表①、②　（出典）　「ＩＴの経済分析に関する調査」　

（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ4343、、4545））

　　１３

（％）　　

図表②　図表②　我が国の経済成長率に対する生産要素別の寄与度（平成我が国の経済成長率に対する生産要素別の寄与度（平成77～～1313年）年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注１）情報通信資本とは、図表①の情報化投資（フロー）について減価償却を考慮して推計
　された情報通信分野の資本ストック

1.21%
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-0.65%

-1.2%

-0.6%
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経済成長率経済成長率 一般資本一般資本

の寄与度の寄与度

情報通信資本情報通信資本

((注１注１))の寄与度の寄与度

労働の寄労働の寄
与度与度((注２注２))

その他のその他の
寄与度寄与度

経済成長に対する
情報通信の寄与度
は大きい

情報化投資は
一貫して増加

（注２）労働の寄与度がマイナスとなっているのは、経済が成長するために必要な労働人口　
　数（労働人口数に実労働時間を乗じたもの）が減少しているため
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(5)(5)　情報通信の活用により、社会的不安・課題を解消・軽減　情報通信の活用により、社会的不安・課題を解消・軽減
　◇　人々の不安は、「倒産・失業」、「高齢化」、「地球環境」、「食品の安全性」　◇　人々の不安は、「倒産・失業」、「高齢化」、「地球環境」、「食品の安全性」（図表①）。（図表①）。

　　◇　これらの不安を解決する、◇　これらの不安を解決する、eeラーニングによる失業時の職業能力開発・生涯学習、省エネモニタリング　　　ラーニングによる失業時の職業能力開発・生涯学習、省エネモニタリング　　　

　　システム、食品トレーサビリティシステム、遠隔健康管理システムに対するニーズや効果は大きい　　システム、食品トレーサビリティシステム、遠隔健康管理システムに対するニーズや効果は大きい（図表②）。（図表②）。

図表①　我が国の不安・課題（3つまで選択可）（平成15年2月） 図表②　新たな情報通信システムへのニーズ・効果の推計

（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ8282～～8888））

　　１４

（％）　　

図表①、②（出典）　「国民生活におけるIT活用調査」等

◆追加負担可能な金額計　　　　　１，０００億円
◆一商品当たり １１．７円

食品トレーサビリティシステムのニーズ（推計）

◆家庭での電力消費量削減率　５％
◆電気代換算　　　　　　　　　　　　年間３，０００億円

省エネモニタリングシステムの効果（推計）

◆潜在利用者数※ 　　　　　　　　　６８０万人　

生涯学習におけるeラーニングのニーズ（推計）

◆潜在利用者数※　　　　　　　　　１３０万人　

失業時のeラーニングによる職業能力開発のニーズ（推計）

※自己負担してでも利用したい者

※自己負担してでも利用したい者
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(1)(1)　デジタル・ディバイド（情報格差）の是正　デジタル・ディバイド（情報格差）の是正
　◇　インターネット利用の格差の最大要因は、世代　◇　インターネット利用の格差の最大要因は、世代（図表①）（図表①）。。
　◇　インターネット利用者のうち、ブロードバンド利用の格差の最大要因は、都市規模　◇　インターネット利用者のうち、ブロードバンド利用の格差の最大要因は、都市規模（図表②）（図表②）。。

図表①　インターネット利用の格差の要因分析（平成14年末）
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利用にプラス利用にマイナス
図表①、②　（出典）総務省「平成14年通信利用動向調査」

利用にプラス利用にマイナス
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（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ74,76)74,76)

図表②　インターネット利用者のうち、ブロードバンド利用の格差の要因分析
　　　　　（平成14年末）

　　１５（注）図表①、②は、利用・未利用に対し各属性が及ぼす影響の大きさを把握するため「数量化Ⅱ類」により分析

インターネット利用格差の
最大要因は「世代」

ブロードバンド利用格差の
最大要因は「都市規模」

３　実利用を妨げる要因３　実利用を妨げる要因



(2)(2)　インターネットコンテンツビジネスの振興　インターネットコンテンツビジネスの振興
①　インターネットコンテンツ市場（①　インターネットコンテンツ市場（2,0002,000億円）は、コンテンツ市場全体（億円）は、コンテンツ市場全体（1010兆兆8,0008,000億円）億円）

　　の約　　の約22％であり、その拡大が課題％であり、その拡大が課題（図表①）　（図表①）　

　　◇　パソコンからの有料のインターネットコンテンツ利用者は１割弱にとどまる　　◇　パソコンからの有料のインターネットコンテンツ利用者は１割弱にとどまる。他方、携帯電話からの利用。他方、携帯電話からの利用

　　　　は、着メロ等の有力コンテンツの存在や課金システムの存在により　　　　は、着メロ等の有力コンテンツの存在や課金システムの存在により44割弱と比較的高い割弱と比較的高い（図表②）。（図表②）。

図表②　（出典）総務省「平成14年通信利用動向調査」

図表①　コンテンツビジネスの市場規模（平成13年度） 図表②　端末別の有料インターネットコンテンツ利用状況（平成14年末）　

コンテンツ　１０兆８，４２６億円
　　　（新聞、書籍、映画等）

デジタルコンテンツ　１兆８，４１４億円
　　（CD、DVD、ゲームソフト等）

インターネットコンテンツ　
　　　２，０１１億円
（オンラインゲーム・音楽等）

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ104,106104,106））
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１６

インターネットコンテンツ市場は、
コンテンツ市場の約2％にとどまる

図表①　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」

携帯電話に比べ、パソコンからの
コンテンツ利用率が低い



②　コンテンツビジネス拡大には、価格設定、コンテンツ充実等が課題②　コンテンツビジネス拡大には、価格設定、コンテンツ充実等が課題

　　◇　◇　有料コンテンツ未利用の理由は、「価格が高い」が最も多く、「魅力あるコンテンツがない」が続く有料コンテンツ未利用の理由は、「価格が高い」が最も多く、「魅力あるコンテンツがない」が続く（図表①）。（図表①）。

　◇　同様に、事業者側の考えるインターネットコンテンツ市場拡大の阻害要因は、「利用者側にお金を払う意識　◇　同様に、事業者側の考えるインターネットコンテンツ市場拡大の阻害要因は、「利用者側にお金を払う意識

　　　がない」が最も多く、　　　がない」が最も多く、「魅力あるコンテンツがない」「魅力あるコンテンツがない」が続くが続く（図表②）。（図表②）。

図表①　有料コンテンツを利用しない理由（平成15年１月）
　　　　　　　　　（有料コンテンツ未利用者が3つまで選択可）

図表②　事業者側が考える、インターネットコンテンツ市場の拡大
　　　　　に関する阻害要因（平成15年１月）（3つまで選択可）

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ108,109108,109））

図表①、②　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」
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利用者、事業者ともに、「価格設定」、「コンテンツ不足」が課題と認識

（％）　　
（％）　　



③　ユーザの求める価格水準と事業者の期待するコンテンツ③　ユーザの求める価格水準と事業者の期待するコンテンツ

　　◇　◇　有料コンテンツ未利用者は、コンテンツ価格が「レンタルビデオ・ＣＤよりも安価」であることを希望有料コンテンツ未利用者は、コンテンツ価格が「レンタルビデオ・ＣＤよりも安価」であることを希望（図表①）。（図表①）。

　◇　事業者は、今後有望なコンテンツとして、「ゲーム」、「映画」、「テレビ番組」等に期待　◇　事業者は、今後有望なコンテンツとして、「ゲーム」、「映画」、「テレビ番組」等に期待（図表②）。（図表②）。

図表①　有料コンテンツの価格に対する意識（平成15年１月）
（有料コンテンツ未利用の理由として「価格が高い」と回答した者）

図表②　今後有望と考えるコンテンツ（上位５つ）（平成15年１月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コンテンツ事業者、複数回答）

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ108,110108,110））

図表①、②　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」
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(3)(3)　情報セキュリティ対策の充実・改善　情報セキュリティ対策の充実・改善
①　情報セキュリティ確保の必要性　①　情報セキュリティ確保の必要性　
　　◇　情報通信ネットワークを利用する上で、個人及び企業ともに情報セキュリティ対策が最大の課題。　　◇　情報通信ネットワークを利用する上で、個人及び企業ともに情報セキュリティ対策が最大の課題。

図表①　個人のインターネット利用における不安・不満（上位５つ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年末）（複数回答）

　　　　　　　図表①、②　（出典）　総務省「平成14年通信利用動向調査」
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電子的決済手段の信頼性

通信料金が高価

違法・有害情報が氾濫

(%)

図表②　企業の情報通信ネットワーク利用における問題点（上位５つ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年末）（複数回答）

（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ115115））
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運用・管理の費用が増大

障害時の復旧作業が困難

(%)



②　企業における情報セキュリティ被害は多大　②　企業における情報セキュリティ被害は多大　
　　◇　過去　　◇　過去11年間に年間に44分の分の33の企業が被害に遭遇。被害内容では「ウイルス発見・感染」が最も多いの企業が被害に遭遇。被害内容では「ウイルス発見・感染」が最も多い（図表①）。（図表①）。

　　◇　　　◇　11年間の情報セキュリティ被害額は、約年間の情報セキュリティ被害額は、約3,5003,500億円（推計）億円（推計）（図表②）。（図表②）。

図表①　企業における情報通信ネットワークの被害状況及び被害内容（平成14年末）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答）

　　　　　　　（出典）　総務省「平成14年通信利用動向調査」
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図表②　企業における情報セキュリティ被害額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年）

　　　　　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」

総額　３，４６５億

（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ120,121120,121））

　２０

（注）調査・復旧費用と逸失利益を合計して推計

企業のセキュリティ被害額は
３，５００億円（年間）に上る

４分の３の企業が、過去１年間に、
情報セキュリティ被害に遭遇



③　個人における情報セキュリティ被害も多い③　個人における情報セキュリティ被害も多い
　◇　過去　◇　過去11年間に年間に33割の個人が被害に遭遇割の個人が被害に遭遇（図表①）。（図表①）。

被害の内容では、「ウイルス発見・感染」、「迷惑メール」が多い被害の内容では、「ウイルス発見・感染」、「迷惑メール」が多い （図表①）（図表①）。　。　

　◇　　◇　11年間の情報セキュリティ被害額は約年間の情報セキュリティ被害額は約420420億円（推計）億円（推計）（図表②）。（図表②）。　　

　　　　　（出典）総務省「平成14年通信利用動向調査」
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図表①　個人のインターネット利用における被害状況及び被害内容（平成14年末）　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（パソコンからのインターネット利用者、複数回答）
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図表②　個人における情報セキュリティ被害額
（平成14年）

総額　４１７億円

（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ119,121119,121））

　　２１

　（％）

（注）修理・買い替え等のため実際に支出した費用に基づき推計

個人のセキュリティ被害額は
４２０億円（年間）に上る

３割の個人が、過去１年間に、
情報セキュリティ被害に遭遇



④　個人における情報セキュリティ知識の向上、企業における対策の検証・対策の見直し　④　個人における情報セキュリティ知識の向上、企業における対策の検証・対策の見直し　
　　が今後の課題　　が今後の課題

　◇　個人のセキュリティ対策未実施者の　◇　個人のセキュリティ対策未実施者の77割弱は「具体的な対策方法が分からない」が未実施の理由割弱は「具体的な対策方法が分からない」が未実施の理由（図表①）（図表①）。。

　◇　企業は、対策の策定（　◇　企業は、対策の策定（PlanPlan））及び対策の実施及び対策の実施((Do)Do) は、は、「概ね実施できている」割合が比較的高い。「概ね実施できている」割合が比較的高い。

　　　他方、対策の検証　　　他方、対策の検証((Check)Check)及び対策の見直し及び対策の見直し((Action)Action)は低いは低い（図表②）（図表②）。。

図表①、②　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」

図表②　企業の情報セキュリティマネジメントサイクルへの取組評価　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（平成15年２月）

（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ122,125122,125））

図表①　情報セキュリティ対策未実施者の対策をしない理由
　　　　　　　　　　　　　　　 　（平成15年１月）（複数回答）
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（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ（記述個所　「第１章第５節　情報セキュリティの確保と安心できるＩＴ社会の構築」　Ｐ118118））

　　２３

図表①　インターネットに関連した個人情報流出事故件数の推移図表①　インターネットに関連した個人情報流出事故件数の推移

　　　　（新聞８紙による報道事故件数）　　　　（新聞８紙による報道事故件数）
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図表②　企業における個人情報保護に関する取組（上位５つ）図表②　企業における個人情報保護に関する取組（上位５つ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年末）（複数回答）（複数回答）
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図表①　（出典）「コンテンツ・セキュリティに関する調査」 図表②（出典）　総務省「平成14年通信利用動向調査」　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

（平成）　 （年）　

流出事故件数は、
前年から３倍増

企業の取組で、「特に
なし」が４割を占める

　

（注）　新聞８紙のデータベースにおいて、個人情報流出事故の報道を検索した後、重複件数
　を削除して集計。

⑤　企業における個人情報保護対策⑤　企業における個人情報保護対策

　◇　個人情報流出事故件数は増加しているが、特に取組を行っていない企業が４割を占める。　◇　個人情報流出事故件数は増加しているが、特に取組を行っていない企業が４割を占める。

（件）



　２４

その他の主な掲載データ



　（注）①上記のインターネット利用人口は、
　　―　パソコン、携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末、ゲーム機・ＴＶ機器等のうち、１つ以上の機器から利用している者が対象。
　　―　６歳以上が対象。

　　　　②平成14年末の我が国の人口普及率（５４. ５％）は、本調査で推計したインターネット利用人口６，９４２万人を、平成14年末の全人口推計値１億２，７３８万人（国立社会保障・人口問題研究所「我が国の将来人口推計（中位　
　　　　推計）」）で除したもの（全人口に対するインターネット利用者の比率）。
　　　　③平成９～12年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」より抜粋。平成１３年末の数値は、平成１３年通信利用動向調査の推計値。
④推計においては、高齢者及び小中学生の利用増を踏まえ、対象年齢を年々拡げており、平成12年末以前の推計結果については厳密に比較できない（平成11年末までは15～69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末
　　から6歳以上）

　　インターネットの普及状況（１）　　　インターネットの普及状況（１）　
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図表　インターネット利用人口及び人口普及率の推移

平成１９年（2007年）末の将来推計

（％）（％）

（出典）総務省「通信利用動向調査」　

インターネットは、国民の２
人に１人が利用

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ1414））

　　２５
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図表①　インターネット人口普及率５０％以上の国及び地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002.12）

第１０位第１０位

図表②　インターネット利用人口の国際比較（2002.12）

（％）

第２位第２位

（万人）

　　インターネットの普及状況（２）

　（注）　　我が国の数値は平成１４年通信利用動向調査の結果（平成１４年末現在）。
　　　　　　韓国は韓国情報通信部、中国はCNNIC（中国インターネット協会）の公表値（ともに平成１４年末現在）。　　　　　
　　その他の国は、平成１５年３月現在のＮＵＡ社公表資料より抜粋。（なお、ＮＵＡ社では、各国の調査機関等が公表しているデータを取りまとめて同社ホームページに掲載しているが、
各国の調査時期・方法は異なっていることから、上記比較はあくまで参考値）

前年の１６位
から１０位へ
と大きく上昇

前年と同位

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ1616））

　　２６



（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ1313））
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図表①　IP電話の加入数の現状と予測
　　　　　（ブロードバンド回線を利用したＩＰ電話）

ＩＰ電話加入数は、
今後急激に増加する見込み

（注）　ＩＰ電話とは、ＩＰ技術を用いた音声伝送のこと

　　IP電話加入数の増加等
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問題なし、ほぼ満足
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通話相手が同一事業者でないとメリットが少ない

着信用に通常の電話契約が必要であり、二重投資

サービス内容や仕組みがわかりにくい

図表①、②　（出典）　「情報通信インフラに関する調査」　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図表②　IP電話の評価（ＩＰ電話利用者）（上位５つ）
　　　　　　　　　　　　　　（平成15年２月）（複数回答）　　　　　　
　　　　　　　　　　

（％）

多くの利用者が満足しているが、品質・
安定性の改善等に期待する回答もあり



　（注）　上記数値は、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びＪ-フォンの合計

　　カメラ付き携帯電話の普及　　　カメラ付き携帯電話の普及　

（万契約）（万契約）

図表　カメラ付き携帯電話の契約数の推移

（％）（％）

（出典）　「情報通信インフラに関する調査」　　　

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ1818））
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図表①、②　（出典）　「ＩＴの経済分析に関する調査」　

（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ5858））

　２９

図表①　電子商取引市場（Ｂ２Ｃ　企業図表①　電子商取引市場（Ｂ２Ｃ　企業--個人））の推移個人））の推移　　　　
　　　　　　

　　電子商取引市場の拡大
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図表②　電子商取引市場（Ｂ２Ｂ　企業図表②　電子商取引市場（Ｂ２Ｂ　企業--企業）の推移企業）の推移　　
　　　　　　　　

（平成）　 （年）　 （平成）　 （年）　

Ｂ２Ｃは、前年から倍増 Ｂ２Ｂは、着実に増加（億円） （兆円）
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（出典）　「情報通信インフラに関する調査」　

（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ（記述個所　「第１章第１節　世界最高水準のネットワークインフラ」　Ｐ2626））　　我が国の情報通信産業の国際競争力
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図表　我が国企業の情報通信機器のマーケット・シェア（2001年又は2002年）

(注) 　デスクトップパソコン、携帯電話端末は生産台数（生産した工場の所在地ごとに台数を集計）　
　　　　その他は出荷台数（製品を出荷した企業の本社の所在地ごとに台数を集計）

我が国企業のマーケットシェア
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　ーＩＳＰジェニュイティ１１月

２００２年

　ー携帯電話iＰＣＳ３月

　ー国際衛星通信グローバルスター　２月

　ーデータセンタエクソダス・コミュニケーションズ

　ーＦＷＡテリジェント　５月

　ーＤＳＬリズムス・ネットコネクションズ

　ーＤＳＬコバッド・コミュニケーションズ　８月
　

　７月

　６月

　４月

　１月

　９月

　６月

　４月

不正会計疑惑、米史上最大の破綻、連邦大陪審、前最高財務
責任者（ＣＦＯ）等を起訴

国際、長距離ワールドコム（現MCI)

　ーデータセンタＸＯコミュニケーションズ

　ー光回線卸ウィリアムズ・コミュニケーションズ

不正会計疑惑、米史上第５位の規模の破綻国際、長距離グローバル・クロッシング

２００３年

　ーＩＳＰエキサイトアットホーム

　ーＩＳＰＰＳＩネット

　ーＦＷＡウィンスター２００１年　
　　　　　　

備　考主な業種会社名破綻時期

　　欧米の通信産業の動向
（記述個所　（記述個所　「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」「第１章第２節　企業の競争力の強化と産業の発展」　Ｐ　Ｐ39,4139,41））

図表①　米国連邦破産法に基づく資産保全・再建手続申請を行った主な通信事業者（2001～2002年度）

国名 実施時期 事業者数 落札合計額

イギリス 2000年3～4月 5社 224億7,740万ﾎﾟﾝﾄﾞ 4兆4,381億円

ドイツ 2000年7～8月 6社 993億6,820万ﾏﾙｸ 6兆6,577億円

図表②　欧州の第3世代携帯電話の免許取得費用（主な国）

多くの中小・大手通
信事業者が破綻

電波オークションに電波オークションに
より落札額が高騰より落札額が高騰

　　３１

総務省調べ　　

総務省調べ
　　



（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ6262））

　３２

図表①　インターネットの利用頻度（平成図表①　インターネットの利用頻度（平成1414年末）年末）

　　ブロードバンドのインパクト（１）

図表②　１回あたりのインターネットの利用時間図表②　１回あたりのインターネットの利用時間（平成（平成1414年末）年末）
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図表①、②　（出典）総務省「平成１４年通信利用動向調査」　

ブロードバンド利用者は、ナローバンド利用者に比べ、「利用頻度」、「利用時間」のいずれ
においてもインターネットの利用が多い

（％）



（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ6262））
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図表　ブロードバンド及びナローバンド利用者の用途別利用率（平成図表　ブロードバンド及びナローバンド利用者の用途別利用率（平成1414年末）年末）

　　ブロードバンドのインパクト（２）

←利用率の差
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（出典）総務省「平成１４年通信利用動向調査」　（注）　ここでのブロードバンド回線は、光ファイバ、DSL、CATV、無線（FWA等）を意味。
　　　　ナローバンドは、その他の回線（電話回線、ISDN等）を意味。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ブロードバンド利用者は、ナローバンド利用者に比べ、
様々な用途で利用率が高い



（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ（記述個所　「第１章第３節　豊かな国民生活の実現と社会問題の解決」　Ｐ77,7977,79））
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図表①　インターネットを利用しない理由（インターネット未利用者）図表①　インターネットを利用しない理由（インターネット未利用者）
　　　　　　　　　　　　　　　　（上位５つ）　　　　　　　　　　　　　　　　（上位５つ）（平成14年末）（複数回答）（複数回答）　　　　　　　　　　　　

　　インターネット・ブロードバンドを利用しない理由
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（出典）　総務省「平成14年通信利用動向調査」
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図表②　ブロードバンドを利用しない理由図表②　ブロードバンドを利用しない理由（平成15年１月）
　　（ブロードバンド利用意向のあるナローバンド利用者）　　（ブロードバンド利用意向のあるナローバンド利用者）

【町・村】

【特別区・政令指定都市・市】

（出典）　「国民生活におけるIT活用調査」

（％）

利用しない理由は、「必要がない」、
「機器操作が困難」が多い



図表①、②　テレジオグラフィー社「Global Internet Geography」により作成　
　　　　　　　　　　　　

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ100100））
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図表①　国際インターネット回線容量の推移

国際インターネット回線容量は、
３年間で１１倍

　　国際インターネット回線容量の増大等
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図表②　世界の地域ブロック別の国際インターネット
　　　　　　回線容量の比率の推移

アジア地域の占める割合は、
5.6%にとどまる



（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ101101））
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図表①　インターネット利用者の言語別人口の割合(2002.9)

　　インターネットコンテンツ言語等　

図表②　ウェブ上のコンテンツに使用されている
　　　言語の割合　　　　　　　 (2002.9)
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言語別人口で３６．５％を占める英語は、ウェブ上のコンテンツに使用され
ている言語の割合では、倍近くの６８．４％を占める

図表①、②　（出典）グローバルリーチ社資料　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



図表①、②　（出典）　「WWWコンテンツ統計調査」　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ（記述個所「第１章第４節　デジタルネットワーク文化の発展とコンテンツの流通」　Ｐ103103））
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図表①　インターネットコンテンツ量の推移

インターネットコンテンツ量は、
４年間で１５倍

（注）　上記数値は、ＪＰドメインのウェブサーバに保存されているコンテンツのデータ量

　　インターネット上のコンテンツ量の増大等　

図表②　総ファイル数に占めるファイル種類別比率　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年末）

「音声」、「動画」ファイルの占め
る割合は、依然として小さい
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（出典）　「ＩＴの経済分析に関する調査」　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ134134、、138 138 ））
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図表①　情報通信産業の市場規模の推移

情報通信産業は１２３兆円。全産業中、最大

（注）　情報通信産業の範囲は、日本標準産業分類のうち、情報通信業（電気通信、放送、情報サービス等）、
　　　　製造業（情報通信関連に限る）、サービス業（情報通信関連に限る）、建設業（情報通信関連に限る）、研究

（参考　他産業との比較）
　
　・　情報通信産業　　１２３兆円
　・　建設業　　　　　　　７９兆円
　・　卸売業　　　　　　　６５兆円

　　情報通信産業の市場規模と雇用者数の推移
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図表②　情報通信産業の雇用者数の推移

（参考　他産業との比較）

　・　小売業　　　　　　６３７万人
　・　建設業　　　　　　５１１万人
　・　情報通信産業　　３７９万人

情報通信産業は３７９万人。全産業中、３位

（平成）　 （年）　

（万人)



　（注）　東証マザーズ、ヘラクレス（旧ナスダック・ジャパン）、ジャスダック

　　情報通信ベンチャー　　　　情報通信ベンチャー　　

図表②　新興企業向け証券市場におけるIT関連企業の
　　　　　新規上場数の推移

　　　　　　　（出典）　「企業経営におけるIT活用調査」　

（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ（記述個所「第２章第１節　情報通信産業等の動向　Ｐ145,147145,147））
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図表①　産業別の事業所数の増減率
　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成8年から平成13年の５年間）

総務省「事業所・企業統計調査報告」により作成

　　３９

全体の事業者数が減少する中で、
電気通信、情報サービス系は大幅に増加

ＩＴ関連企業が、新規上場の３割前後
を占める



　　情報通信支出の増大　　　情報通信支出の増大　
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図表①　情報通信サービスへの支出の推移（世帯・年間）

総務省「家計調査年報（二人以上の世帯（農林漁業世帯を除く）」により作成　

（記述個所　「第２章第７節　家庭及び企業の情報化」　Ｐ（記述個所　「第２章第７節　家庭及び企業の情報化」　Ｐ197197））

（平成）（平成）

（注）　上記数値は、電話通話料（固定・移動）及び放送受信料の合計。（注）　上記数値は、電話通話料（固定・移動）及び放送受信料の合計。
　　　　なお、インターネット接続料は、上記数値に含まれていない（平成１４年から当該数値を取り始めたところ。平成１４年の世帯平均（　　　　なお、インターネット接続料は、上記数値に含まれていない（平成１４年から当該数値を取り始めたところ。平成１４年の世帯平均（年間）は７，８９３円）年間）は７，８９３円）

情報通信サービスの「世帯支出額」及び
「世帯支出比」は、ともに一貫して増加

　４０

移動電話通
信料
41.9%

放送受信料
16.8%

固定電話通
信料
41.3%

図表②　情報通信支出の内訳（平成14年）

移動電話通信料への支出が固定電話
通信料を上回る

５５，６５８円５５，６５８円

２２，３７８円２２，３７８円

５４，８２８円５４，８２８円
（年）（年）

（％）（％）



（記述個所　「第２章第８節　研究開発」　Ｐ（記述個所　「第２章第８節　研究開発」　Ｐ203.204203.204））

　　４１

図表①　目的別研究費（平成図表①　目的別研究費（平成1313年度）年度）

　　情報通信分野の研究開発
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総務省「平成14年科学技術研究調査報告」により作成

図表②　特許登録件数の推移図表②　特許登録件数の推移
　　（科学技術基本計画で定められた重点４分野）　　（科学技術基本計画で定められた重点４分野）

特許庁資料により作成
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　　世界のインターネット・移動電話の利用者　　　世界のインターネット・移動電話の利用者　

図表①　世界のインターネット地域別利用者比率の推移

　NUA社調べにより作成

（記述個所　「第２章第９節　海外の動向」　Ｐ（記述個所　「第２章第９節　海外の動向」　Ｐ207207、、208208））
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図表②　世界の移動電話加入数の地域別比率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ITU資料により作成

世界におけるインターネット利用者、移動電話加入者数ともに、アジアのシェアが高まる
　　・　移動電話は既にアジアが最大、インターネットも北米を抜き欧州に迫る

　　４２


